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１． はじめに 

  ヘルパーさんがお年寄りをベッドから起こす。

「よいしょ」と持ち上げる。これが腰痛の大きな要

因となっている。製造現場では「重いものを持ち上

げない」というポリシーが徹底している。しかし看

護や介護の分野ではその意識が遅れている。 

 ノーリフトという言葉がある。これは「持ち上げ

ない看護・抱え上げない介護」を意味する。1998 年

にオーストラリア介護連盟ビクトリア支部が「医療

や介護現場における腰痛余郷方針」を提言した。当

時、オーストラリアでは看護師の身体疲労による腰

痛訴え率が上がり、離職者が増えて深刻な看護師不

足に陥る等、看護師の腰痛が大きな問題を引き起こ

していることが明らかになった。その後、ビクトリ

ア州政府主導によるノーリフトプログラム導入が

大きな成果を挙げ、ノーリフトがオーストラリア全

土に導入されるきっかけとなった。 

 図１に人力による患者移乗／移動に関係するケ

ガの推移を示す。ノーリフト導入によって大幅に改

善していることが分かる。図２に労災申請に伴う申

請費用の推移を示す。職場環境が改善し、労災申請

や医療費が削減され、経営者側や政府・社会にとっ

ても利益になっていることがわかる。更に、皮膚の

損傷・筋力低下の予防や視界が変わることによる意

欲の向上など、ケアを受ける側にとっても利益が増

すことが分かってきている。 

 

 

 
図１ 人力による患者移乗/移動に関係するケガ 

 

 

 
図２ 労災申請に伴う申請費用 
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看護／介護現場でのノーリフトの取り組み～ 
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概要： ノーリフトという言葉がある。これは「持ち上げない看護、抱え上げない介護」を意味する。オ

ーストラリアではノーリフトによって患者の移乗／移動にともなうケガが大幅に低減した。同時に労災申

請や医療費が削減され、社会にも利益をもたらすことが明らかになった。本稿では、これを日本に持ち帰

り、「変えられないを変える」を活動ミッションとしてノーリフトを進めてきた活動を紹介する。 

【看護現場での腰痛の認識】製造現場では重いものを持ち上げないのは常識。しかし医療の現場では腰痛

予防対策指針という法律の存在を知らない人がほとんどであった。こうした中で「普及、定着、継続」「計

画でなく戦略だ！」をスローガンとした粘り強い活動によって指針が改定され、ノーリフトの概念が記載

された。【介護への展開】ベッドの機能を使って利用者をゆっくりと起こす。座って視界が広がると情報

が増えるので視線も動く。顔の表情も変わる。起こすだけで変わる人が非常に多い。看護だけでなく介護

の分野でもノーリフトは重要な考え方である。【ノーリフトの波及効果】ある施設のデータではノーリフ

トを実施することで介護度が改善した。介護度が落ちると施設としての収入は低下する。しかし介護度が

改善することで家族が喜び、介護職員のモチベーションも向上した。離職率が低下し、人材紹介会社に支

払うお金がゼロになった。こうした費用対効果を公表する施設も日本に出始めている。【今後】目の前の

お客様ではなく、国民全体が顧客という考え方が大切である。医療では目の前のお客様の負担は一部。残

りは税金等による国の予算で賄われる。従って医療者が考えるべきことは、「この人がどういう生活をす

ることが国民全体の利益になるか」という点である。こういう大きな視点を持ち、ノーリフトを理解して

いただける病院や施設を増やすことが今後の重要な活動である。 
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しかしながら日本では、「機械を使うのは温かみ

が無い」「手で触る事が大切」と言った考え方が 

根強かった。また、腰痛予防対策指針等の法律の存

在が知られている現場も少なく、ノーリフトの浸透

には多くの障害があった。こうした環境の中で、「変

えられないを変える」を活動ミッションとして、各

種のカルチャーチェンジによってノーリフトを進

めてきたのが日本ノーリフト協会である。本稿では

こうした取り組みを紹介する。具体的には第２章に

おいて日本ノーリフト協会のこれまでの活動を紹

介し、第３章では日本国内の医療・介護現場の現状

について紹介する。次に第４章においてノーリフト

拡大のための施策を実例を挙げて紹介する。第５章

は纏めである。 

 

２．日本ノーリフト協会のこれまでの活動 

 日本ノーリフト協会は、講演者がオーストラリア

で学んだことを持ち帰り立ち上げた協会である。  

医療及び介護関係者に対し、職場における自らの

健康を守ることや安全な作業環境づくりを行うこ

とが、よりよいケア提供につながることを実感でき

るように労働安全衛生マネージメントの構築をサ

ポートし、医療及び福祉施設での腰痛予防マネージ

メントの普及を図ることにより、国民の健康および

福祉の向上に寄与することを目的として２００９

年に発足し、２０１０年に一般社団法人として登記

された。 

 「変えられないを変えていく」を活動ミッション

とし、現場を変えていくことに注視した活動を展開

している。自分たちの力で「現場を変える」小さな

成功体験を実感できるよう支援することがキーワ

ードである。  

 普及、定着、継続がもう一つのキーワードとなっ

ている。がんばって普及させて定着させても油断は

できない。油断をするとすぐに使われなくなってし

まう。継続が大切なキーワードになる。「計画でな

く戦略だ！」という考え方も大切にしている。実際

の現場には多くの矛盾が存在している。例えば教育

の矛盾。「腰痛はプロとしての技術不足の結果」、

「ケアは、手で触ることが大事」と教えられる。し

かしそれが本当に優しいかを考えて進むべき方向

性を議論した。 

 次に何ができるのかの大きな視点や法律の知識

も大切である。製造現場では重いものを持ち上げな

いのは常識となっている。しかし医療の現場では腰

痛予防対策指針という法律の存在を知らない人が

ほとんど。こうした法律のエビデンスを広く周知す

ることも大切である。 

 政治の力をうまく使う戦略も大切になる。制度を

変えたいときに政治家に納得してもらう。医療介護

者の「数」を声にしてこれを力にする。戦略的に考

えれば「数」は存在する。これをいかに力にするか

を考える戦略が大切となる。  

 ２００９年 日豪国際フォーラムを実施した。 

オーストラリアのノーリフトの取り組みを日本に

初めて紹介した。その後毎年オーストラリアへのツ

アー、オーストラリア大使館セミナーを実施してい

る。こうした運動が功を奏して、2015 年頃にはマス

コミも取り上げてくれるようになった（図３）。 

 

 
図３ マスコミで取り上げたられた例 

 

２０２０年には国際シンポジウムを開催した（図

４）。日本・シンガポール、オーストラリア、イタ

リア、韓国等から、行政関係者・病院施設の管理者

を含めた５００名以上に出席していただいた。現在

は介護ロボットなどの機器も取り扱いながら、これ

らをいかに現場に普及させて行くことができるか、

と言った活動を展開中である。 

 

 

図４ 国際シンポジウム 

３. 日本国内の医療・介護現場の現状 

３-１ 腰痛に対する現場の認識 

 講演者がオーストラリア滞在中に「日本は腰痛低

減の先進国」だと言われた。実際に調べてみると、

製造業を中心として腰痛が劇的に減少しているこ

とが分かった（図５）。 
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図５ 主要業種別の業務上腰痛件数（休業４日以上） 

 

「製造業では日本は世界一の取り組みをしている

のに、なぜ保険衛生業でそれを真似しないのか？」

とオーストラリア人から指摘された。同時に、「こ

れだけ製造業で実施されるということは、日本にも

それを取り締まる法律や指針があるはず」という指

摘をいただき、日本にも「職場における腰痛予防対

策指針」というものがあることを知った。 

 多くの医療従事者はこういう指針の存在を知ら

ない。そこでその後、こういう指針を知っていただ

く活動を続けたが、各現場には依然として壁が存在

することを感じた。そこで、本当に日本に腰痛予防

は必要なのか？ 本当に日本に腰痛は多いのか？

という疑問を感じ、２０１２年に腰痛調査を実施し

た。６,０００件のデータを取得して、分析を行っ

た。その結果、 

 ・予防対策指針を知らない人が９３％ 

 ・自分が行っている入浴介助方法は、自分では受 

けたく無いという人が７１％  

 ・十分なケアができてないという人が６５％ 

であることが分かった。 

 こうしたなかで、厚生労働省と意見交換をしたり、

データを渡すなどの活動を行った。２０１３年に１

９年ぶりに職場における腰痛予防対策指針が改定

された。ここには「リフトなどを積極的に利用し、

原則として人力による抱き上げを行わないこと」と

明記された。改定の背景には、介護職の労災申請数

が増加して来ていることもある。その後厚生労働省

の事業を受託してセミナーを実施し、腰痛予防対策

指針の普及に貢献してきた。 

 

３－２ 日本における介助の現状 

 腰痛以外に介護テクノロジーや介護ロボットが

活躍し得る分野として、介助の分野にも注目した。

日本国内には疾患とは関係なく体が動かせなくな

ってしまった人が多い。その原因を調べたところ、

人が引っ張ったり持ち上げたりすることで体に変

形が起きており、それが原因ではないかという事が

分かって来た。例えばある施設で、左側から介助し

て膝を引っ張るということを行っていた。これに対

して、そういう介助によって下半身が変形して徐々

に介助者側に倒れてくるというアドバイスをした。

介助者がそれを聞いて、今度は右側から介助すれば

利用者の体が真っすぐに戻るのではと考え、右側か

ら介助する方法に変えた。すると今度は利用者の体

が右側に傾いた。これは、疾患とは無関係に、介助

の方向によって利用者の体が傾いてしまったとい

うことを意味している。現場でもこれを理解し、ノ

ーリフトの手法を導入したところ、利用者の体が真

っすぐになった。これは椅子に座った際や食事の際

の姿勢にも影響する。このように、体が動かなくな

る状況は疾患では無く、介助によって誘発されてい

る障害である可能性が高いことが徐々に明らかに

なってきた。 

 利用者の首やひざに介助者が手をひっかけて持

ち上げると、１点に力を集中させて利用者を起こす

ことになる。そうではなくて、ノーリフトケアの手

技の一つであるベッドの頭部側の挙上機能を使っ

て、利用者の体を「面」で支えながら起こして行く

ことで身体の変形が軽減されたと考えられる。 

 よいしょと持ち上げると、老人は驚いてしまう事

がある。そうではなくて、ベッドの機能を使ってゆ

っくりと起こす。座って視界が広がると情報が増え

るので視線も動く。顔の表情も変わる。起こすだけ

で変わる人が非常に多いことをノーリフトを通じ

て知った。 

 その他にも着替えをさせようとして皮膚の表皮

隔離が発生し、ケガをさせてしまう事がある。ノー

リフトを使えばこれがゼロになる。表皮剥離が起き

るとご家族も悲しむ。スタッフのモチベーションも

下がる。腰痛軽減を目的としてノーリフト普及に取

り組んできたが、こうした日本の介助の現状にも疑

問を感じ始めた。ノーリフトでこの分野も改善でき

ると感じた。 

 こうした課題は施設や病院だけのものでは無く、

障がい者のケアにも関わってくる。介助者は母親で

あることが多い。継続的に子供を介助していると、

徐々に子供が成長し、体重が増加する。子供が大き

くなっても、人力で持ち上げる。こういう現実に対

しるアドバイスが出来ていない。ノーリフトの考え

方はこういう分野にも広げて行くべきである。 

 

４ ノーリフト拡大のための施策 

４－１ ノーリフトを実践するためのステップ 

 日本では、どうしてこの機器を使うのか、どうい

うときに使うのかの知識に対する教育が不足して

いる。リフトの存在は知っていても「時間がない、

手間がかかる」と考えて人力で行ってしまう看護師

も多い。知っているだけではアクションが起こせな

い。そこで、ノーリフトを実践するためのステップ

を考えた（図 6）。 
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図６ ノーリフトケアを実践するためのステップ 

 

ノーリフトを知った上で、次は「考える」こと、価

値の変換を行うことが大切になる。その上で実践す

ることで行動変容を起こして行く。こうした部分が

個人の知識や技術にアプローチするための教育に

なる。次にそれを継続して習慣化させていくために

は、法人として管理者としてこれらをマネージメン

トしていく必要がある。しかしこうした取り組みを

施設や法人だけで取り組んでいると、モチベーショ

ンの低下を招く。医療介護施設は、地域で連携する

という義務がある。お互いに視野を広げて、文化を

形成していくという支援を協会の活動の中に入れ

て来ている。 

 

４－２ 予防と対策 

 腰痛の発生には持ち上げという事象だけでなく、

持ち上げるものの重さが深く関わっている。したが

って、重いもののマネージメントが大切になる。こ

のためには医療や介護での習慣を見直すことが大

事になってくる。日本の看護や介護施設の中での腰

痛予防としては、ボディメカニクスと呼ばれる体の

機能を上手に使う手法や、腰痛予防ベルトの使用、

体力・筋力アップなどが挙げられる。しかしこれら

は個人としての対策である。これ以外に、法人や施

設としての取り組みが大切になる。 

 オーストラリアでの例を紹介する。例えばベッド

ムーバーがある。ベッドの下に入れてベッドの重さ

を軽減して運ぶための器具である。ＩＣＵからの帰

りは点滴の瓶をぶら下げて運搬することになり、安

定した搬送が必要になる。 

ナースコールペンダントと呼ばれる機器もある。

この機器には RFID位置追跡装置が付けられており、

患者がどこに居て、どこでコールしたかが分かる。

看護師がどこにいるのかも分かるようになってい

る。オーストラリアでは、こういう機器をコミュニ

ケーションをよりよくするために使っている。こう

いう部分は日本でも学ぶべきと考えている。 

 

４－３ カルチャーチェンジ 

オーストラリアでの成功の要因はカルチャーチ

ェンジだと言われている。 ここで言うカルチャー

は、医療や介護に根付くカルチャーである。これを

いかに変えるかが大事になる。価値は相手によって

変わる。相手が何に注目しているのかを読み解きな

がら進めることが重要である。例えば、相手がマネ

ージメント側の人なのか？ もしそうであったと

したら、何に興味がある人なのか？ を読み取りな

がら情報を提供して行くことが成功の大切な要素

となる。協会ではノーリフトのステップの中で、ま

ずは自らの健康を守ることを考えていただき、安全

な作業環境を作ることがケアの質に関わることを

伝え、これらのベースが無いと次のステップには進

めないことをケアマネージメントや労働安全衛生

を管理するマネージャーに対して訴える活動を実

施中である。かつ、こうやって介護の人材不足を無

くすことが国民の健康や福祉の向上につながると

いうカルチャーを作るアプローチが大切だと考え

ている（図７）。 

 

 

図７ カルチャーを作るアプローチ 

 

４－４ ノーリフトプログラム 

 ノーリフトケアプログラムを紹介する。図８に示

すように、ベーシックとアドバンスから構成される。

このプラグラムには機器体験は少なく、ディベート

やプレゼンテーションが主体である。特にアドバン

ストでは、バリュープロモーションや人を巻き込む

プレゼンテーションの方法に関する意見交換等を

行っている。自分たちの活動により多くの人を巻き

込むための活動という考え方が基本になっている。

もちろん機器の使い方を覚えることも大切である。

しかし今の日本には考え方を変えるという教育プ

ロブラムない。これらを組み込んでいる点がプログ

ラムの大切な要素である。 

 

 

図８ ノーリフトケアプログラム 

 

４－５ ノーリフトの波及効果 

 ある施設のデータではノーリフトを実施するこ

とで介護度が改善した。介護度が落ちると施設とし

ての収入は低下する。しかし介護度が改善すること

で家族が喜んだのはもちろんであるが、介護者のモ

チベーションが向上して離職率が低下し、人材紹介

会社に支払うお金、求人広告のためのお金がゼロに

なった。こうしたノーリフトの費用対効果を公表す
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る施設も日本に出始めている。 

 

４－６ 介護テクノロジー導入促進プロジェクト 

 市内の企業や医療産業都市進出企業の新たな事

業化を支援するとともに、介護現場の業務負担軽減、

人材の確保と定着を目的としたプロジェクトであ

る。働く側にも利用者側にも優しい街を目指すとい

う将来像を持ちながら以下の施策を推進している。 

 

【施設見学会】 

 企業は介護現場をわかっていない。 

数人の意見によるニーズ（みせかけのニーズと呼ん

でいる）で製品が作られていることが多い。一方で、 

介護側も企業のテクノロジーを分かっていない。そ

こで、介護事業者６施設と企業１５社による交流会

を行い、意見交換を実施した。 

 川崎重工様にご協力いただいて、製造現場の見学

会も実施した。製造業における効果・生産性とは何

か、効果はどうやって計測するのか、と言った交流

会も実施した。 

 

【介護テクノロジー手引書】 

 こうした交流会での結果をベースとして、介護テ

クノロジー手引書（介護事業者編、企業編）を作成

した。これは、介護施設でのテクノロジー導入の手

引きに加えて、企業様にも介護施設の課題を知って

いただくための手引書とした（図９）。 

企業に対して、医療や介護現場の通訳をしながら、 

どういう調査をすれば良いのか、ニーズが少人数に

よるみせかけのニーズになっていないか、などを解

説するものになっている。 

 

 

図９ 介護テクノロジー導入の手引書 

 

４－７ ノーリフトケアを取り巻く環境 

【ノーリフト認定施設制度】 

 まだまだノーリフトに取り組めていない施設が

多い。これからノーリフトを目指したいが何をして

良いのか分からない、客観的な評価が欲しいという

人達に対する取り組み方針を示したいと考えてい

る。ノーリフトケアをやっている施設で働きたいと

いう人もいる。利用者側で、ノーリフトケアをやっ

ている施設を知りたいという声も増えてきた。こう

いう声に対応して、ノーリフト認定施設制度を導入

する計画である。就職の際、施設を探す際の評価指

標に活用していただきたいと考えている。 

 

【企業に向けた課題探索支援】  

 これまでの現場での経験を活かして、企業様に向

けた課題解決の支援を開始した。ノーリフトのこれ

までの知見や関連施設との意見交換をベースとし

てまだ社会が気づいていない課題を引き出し、潜在

的なニーズを顕在化するための取り組みである。 

 

４－８ 今後 

数年前、ホテルや飛行機のＣＡさんの接客を取り

入れるといった病院があった。オーストラリアでは

こういう考え方はしない。目の前のお客様ではなく、

国民全体が顧客という考え方をする。ホテルや航空

機では目の前のお客様が１００％お金を支払う。し

かし医療では目の前のお客様の負担は一部。残りは

税金等による国の予算で賄われる。従って、医療者

が考えるべきことは、「この人がどういう生活をす

ることが国民全体の利益になるか」という点である

とオーストラリアで教えていただいた。こういう大

きな視点を持つという事が日本の教育に欠けてい

ると感じる。こういう活動を通じて、ノーリフトを

理解していただける病院や施設を増やすことが今

後の重要な活動だと感じている。 

 

４－９ 最後に 

 ノーリフトもロボフレ同様に人・モノ・環境のキ

ーワードで動いている。人の考え方、どういうモノ

を活用して行くのか、マネージメントを含めた環境

をどう整えていくのかの３つの軸で考えて戦略を

練って来た。機器やテクノロジーに対して如何にフ

レンドリーで如何に柔軟な環境を作っていくのか

といったチャレンジをしてきたと考えている。「私

たちはあなたを持ち上げません。しかし私たちは心

をもってあなたをサポートします」というスローガ

ンの元に、ハートを持った人をロゴにして活動して

いる（図１０）。いろんな人のハートをノーリフト

を通してつないで行きたいと考えている。 
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図１０ ノーリフト協会のホームページ 

 

５． まとめ 

 ノーリフトという言葉がある。これは「持ち上げ

ない看護、抱え上げない介護」を意味する。オース

トラリアで看護師の身体疲労による腰痛訴え率が

上がり、離職者が増えて深刻な看護師不足に陥る等、

看護師の腰痛が大きな問題を引き起こした事があ

った。その後、オーストラリアではノーリフトの考

え方が広がった。ノーリフトによって患者の移乗／

移動にともなうケガが大幅に低減した。同時に職場

環境が改善し、労災申請や医療費が削減され、経営

者側や政府・社会にとっても利益をもたらすことが

明らかにされた。更に、皮膚の損傷・筋力低下の予

防や視界が変わることによる意欲の向上など、ケア

を受ける側にとっても利益が増すことも明らかに

なった。 

 しかしながら日本では、腰痛予防対策指針等法律

の存在が知られている看護・介護の現場は少なく、

ノーリフトの浸透には多くの障害があった。こうし

た環境の中で、オーストラリアで学び、日本に持ち

帰り、「変えられないを変える」を活動ミッション

として、ノーリフトを進めてきたのが日本ノーリフ

ト協会である。 

【看護現場での腰痛の認識】 

 製造現場では重いものを持ち上げないのは常識。

しかし医療の現場では、腰痛予防対策指針という法

律の存在を知らない人がほとんどであった。こうし

たなかで、厚生労働省と意見交換をしたり、データ

を渡すなどの活動を行った結果、２０１３年に１９

年ぶりに職場における腰痛予防対策指針が改定さ

れた。ここには「リフトなどを積極的に利用し、原

則として人力による抱き上げを行わないこと」と明

記された。改定の背景には、介護職の労災申請数が

増加して来ていることもある。 

【介護への展開】 

 介護の利用者の首やひざに介助者が手をひっか

けて持ち上げると、１点に力を集中させて利用者を

起こすことになる。そうではなくて、ベッドの機能

を使ってゆっくりと起こす。座って視界が広がると

情報が増えるので視線も動く。顔の表情も変わる。

起こすだけで変わる人が非常に多い。看護だけでな

く介護の分野でもノーリフトは重要な考え方であ

る。 

【ノーリフトを実践するためのステップ】 

 ノーリフトを実践するためのステップとして、以

下を提唱している。 

ノーリフトを知った上で、次は「考える」こと、価

値の変換を行うことが大切になる。その上で実践す

ることで行動変容を起こして行く。こうした部分が

個人の知識や技術にアプローチするための教育に

なる。次にそれを継続して習慣化させていくために

は、法人として管理者としてこれらをマネージメン

トしていく必要がある。しかしこうした取り組みを

施設や法人だけで取り組んでいると、モチベーショ

ンの低下を招く。医療介護施設は、地域で連携する

という義務がある。お互いに視野を広げて、文化を

形成していくという支援を協会の活動の中に入れ

て来ている。 

【カルチャーチェンジ】 

価値は相手によって変わる。相手が何に注目して

いるのかを読み解きながら進めることが重要であ

る。例えば、相手がマネージメント側の人なのか？ 

もしそうであったとしたら、何に興味がある人なの

か？ を読み取りながら情報を提供して行くこと

が成功の大切な要素である。 

【ノーリフトの波及効果】 

 ある施設のデータではノーリフトを実施するこ

とで介護度が改善した。介護度が落ちると施設とし

ての収入は低下する。しかし介護度が落ちることで 

家族が喜んだのはもちろんであるが、介護者のモチ

ベーションが向上して離職率が低下し、人材紹介会

社に支払うお金、求人広告のためのお金がゼロにな

った。こうしたノーリフトの費用対効果を公表する

施設も日本に出始めている。 

【今後】 

目の前のお客様ではなく、国民全体が顧客という

考え方が大切である。医療では目の前のお客様の負

担は一部。残りは税金等による国の予算で賄われる。

従って、医療者が考えるべきことは、「この人がど

ういう生活をすることが国民全体の利益になるか」

という点である。こういう大きな視点を持つという

事が日本の教育に欠けていると感じる。こういう活

動を通じて、ノーリフトを理解していただける病院

や施設を増やすことが今後の重要な活動だと感じ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


